
号

1 制限付き一般競争入札に付す工事

（1）

（2） 閖上南北線道路舗装工事（その５）

（3） 名取市閖上・小塚原地内

（4）

（5）

（6）

（7）

（8） ① 名取市契約規則による

②

③ 有（５０％以内）

④ 出来高部分払　　無（－回）　　完成払

（9）

2 入札参加資格

（1） 地方自治法施行令第167条の４第１項の規定に該当しない者であること。

（2） 名取市競争入札参加資格者で、次の事項に全て該当すること。

①

②

③

④

⑤   建設業法第27条の23に規定する経営事項審査の舗装工事の総合評定値（Ｐ）が市内業者（営業所を有する
者）７５０点以上の者、市外業者９５０点以上の者であること。

  当該対象工事に建設業法（昭和24年法律第100号）第26条による監理技術者等必要かつ適正な人員を配置
することができる者であること。

入 札 方 法 入札時に価格のほかに価格以外の要素も加味し評価の対象に加え、価格と価格以外の

要素両面から最も優れたものをもって落札者を決定する 総合評価競争入札方式（特別

  建設業法第３条第２項に規定する舗装工事の特定建設業者で宮城県内に同条第１項に規定する営業所を有
する者であること。

当 該 対 象 工 事 に 対 応 す る 工 事 種 類 に つ い て 、 平 成 31 ・ 32 年 度 名 取 市 競 争 入 札 参

簡 易 型 ） の 事 後 審 査 型

加資格者名簿に登載されている者であること。

名 取 市 登 録 業 者 に 対 す る 指 名 停 止 基 準 第 ３ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ る 指 名 停 止 の 期 間

中でない者であること。

前 払 金

支 払 方 法

名 取 市 総務部財政課

工 事 担 当 課 名 取 市 震災復興部復興まちづくり課

契 約 保 証 金 契約金額の１０％の額 （調査基準価格以下での契約の場合３０％の額）

工 事 概 要 施工延長Ｌ＝550ｍ 
路体盛土工（歩道盛土）Ｖ＝９９０ｍ3、Ｕ型側溝工Ｌ＝１３６ｍ、 
舗装工（車道）Ａ＝４，６３０ｍ２、舗装工（歩道）Ａ＝１，９３０ｍ２、 
縁石工Ｌ＝６０９ｍ、防護柵工Ｌ＝５３０ｍ、区画線工Ｌ＝１，９２２ｍ

契 約 条 件

名 取 市公 告第 148

入　　 　　札　　　　公　　　　告

制 限 付 き 一 般 競 争 入 札 を 執 行 す る の で 、 地 方 自 治 法 施 行 令 （ 昭 和 22 年 政 令 第 16 号 ） 第 167 条 の ６

の規定により、次のとおり公告する。

令和元年１２月１２日

入 札 担 当 課

名取市長　　山田　司郎

工 事 番 号 第129号

工 事 名

工 事 場 所

工 期 契 約締 結の 翌日 から 令和２年３月３１日



（3）

する者の行為とみなす。

①

は暴力団員が経営に事実上参加していると認められるとき。

②

者」という。）の威力を利用するなどしていると認められるとき。

③

し、又は関与していると認められるとき。

④

有していると認められるとき。

⑤

取引したり、又は不当に利用していると認められるとき。

3 総合評価に関する事項

4 入札参加申請

提出しなければならない。ただし、提出資料の作成に係る費用は提出者の負担とする。

（1） 名取市総務部財政課契約係

（2）

６(３)、11(４)において同様とする。）

5 設計図書の閲覧及び貸出

（1）

（2） 名取市役所　４階閲覧室（財政課前エレベーター脇）

（3） 設計図書等の貸出は、半日を限度とする。

閲覧場所

貸 出

貸出については、午前（8時30分～正午）、午後（1時～５時）の半日を単位とし、午前に貸出

したものは当日正午まで、午後に貸出したものは当日午後５時までに返却するものとする。

※ た だ し 、 名 取 市 の 休 日 を 定 め る 条 例 （ 平 成 元 年 名 取 市 条 例 第 16 号 ） 第 １ 条 に 規 定 す る

市 の 休 日 を 除 き 、 午 前 ８ 時 ３ ０ 分 か ら 午 後 ５ 時 ０ ０ 分 ま で と す る 。 （ 以 下 、 ５ ( １ ) 、 ６ ( １ ) 、

閲覧期間 令和元年１２月１２日（木） から 令和２年１月８日（水）  まで

基 準 」 （ 正 副 ２ 部 、 内 １ 部 は 受 付 印 押 印 後 返 却 ） の ほ か 、 12 に 示 す 提 出 書 類 （ 1 部 ） を 持 参 に よ り

提 出 先

提出期間 から 令和元年１２月２６日（木） まで令和元年１２月１２日（木）

入札参加希望者は、「制限付き一般競争入札参加申請書」及び「価格以外の評価点評価項目・評価

取市総合評価競争入札方式落札者決定基準（平成31年4月）」による。

が 暴 力 団 員 に よ る 不 当 な 行 為 の 防 止 等 に 関 す る 法 律 （ 平 成 ３ 年 法 律 第 77 号 。 以 下 「 暴 対 法 」

と い う 。 ） 第 ２ 条 第 ６ 号 に 規 定 す る 暴 力 団 員 （ 以 下 「 暴 力 団 員 」 と い う 。 ） で あ る 場 合 、 又

入 札 に 参 加 し よ う と す る 者 又 は そ の 役 員 等 が 、 自 社 、 自 己 若 し く は 第 三 者 の 不 正 な 利 益 を

図 り 、 又 は 第 三 者 に 損 害 を 加 え る 目 的 を も っ て 、 暴 対 法 第 ２ 条 第 ２ 号 に 規 定 す る 暴 力 団 （ 以

下 「 暴 力 団 」 と い う 。 ） 、 暴 力 団 員 又 は 暴 力 団 、 暴 力 団 員 に 協 力 し 、 関 与 す る 等 こ れ と 関 わ

り を 持 つ 者 と し て 、 警 察 か ら 通 報 が あ っ た 者 若 し く は 警 察 が 確 認 し た 者 （ 以 下 「 暴 力 団 関 係

総 合 評 価 競 争 入 札 方 式 （ 特 別 簡 易 型 ） に お ける 評 価 項 目 、 評 価 基 準 及 び 落 札 者 決 定 方 法 等 は 「 名

入 札 に 参 加 し よ う と す る 者 又 は そ の 役 員 等 が 、 暴 力 団 、 暴 力 団 員 若 し く は 暴 力 団 関 係 者 （ 以

よ う と す る 者 の 使 用 人 が 入 札 に 参 加 し よ う と す る 者 の 業 務 と し て 行 っ た 行 為 は 、 入 札 に 参 加 し よ う と

入 札 に 参 加 し よ う と す る 者 の 役 員 等 （ 法 人 の 場 合 は 、 非 常 勤 を 含 む 役 員 及 び 支 配 人 並 び に

支 店 又 は 営 業 所 の 代 表 者 、 そ の 他 の 団 体 の 場 合 は 、 法 人 の 役 員 等 と 同 様 の 責 任 を 有 す る 代 表

者 及 び 理 事 等 、 個 人 の 場 合 は 、 そ の 者 並 び に 支 配 人 及 び 営 業 所 の 代 表 者 を い う 。 以 下 同 じ 。 ）

入 札 に 参 加 し よ う と す る 者 又 は そ の 役 員 等 が 、 暴 力 団 等 で あ る こ と を 知 り な が ら 、 こ れ と

下 「 暴 力 団 等 」 と い う 。 ） 又 は 暴 力 団 等 が 経 営 若 し く は 運 営 に 関 与 し て い る と 認 め ら れ る 法

人 等 に 対 し て 、 資 金 等 を 提 供 し 、 又 は 便 宜 を 供 与 す る な ど 積 極 的 に 暴 力 団 の 維 持 運 営 に 協 力

入 札 に 参 加 し よ う と す る 者 又 は そ の 役 員 等 が 、 暴 力 団 等 と 社 会 的 に 非 難 さ れ る べ き 関 係 を

名 取 市 入 札 契 約 に 係 る 暴 力 団 等 排 除 措 置 要 綱 （ 平 20 年 10 月 29 日 名 取 市 告 示 第 121 号 ） 別 表 各

号に規定する次のいずれかに該当するときは、入札に参加することはできない。なお、入札 に参 加し



6 設計図書に関する質問等

（1）

印のない場合は無効とする。なお、質問が無い場合は、連絡不要。

（2） 総務部財政課契約係

（3）

閲覧室（財政課前エレベーター脇）において閲覧に供する。

とする。

7 入札執行の日時及び場所等

（1）

（2） 名取市役所 ６階大会議室西側

＊　受付印の押印された制限付き一般競争入札参加申請書を持参すること。

（3）

札書に記載すること。

（4）

うものとし、入札回数は、初度の入札及び再度の入札を合わせ２回を限度とする。

（5） 郵送及び電報による入札は、認めない。

（6） 入札保証金は、免除する。

（7）

る場合は原則無効とする。

8 低入札価格調査要綱の適用

制度実施要綱（平成14年名取市告示第34号）を適用するものとする。

9 入札の取り止め

と判断する場合には、当該制限付き一般競争入札を取り止めることがある。

10 入札の無効

した入札は無効とし、無効の入札を行った者を落札者又は落札候補者としていた場合には、落札決定を取り消す。

号 ） 第 12 条 に 規 定 す る 入 札 金 額 の 内 訳 を 記 載 し た 書 類 を 持 参 し 、 最 初 の 入 札 時 に 、 入 札 執 行 者

の 指 示 に よ り 提 出 す る こ と と し 、 書 類 の 提 出 の な い 入 札 は 無 効 と す る 。 ま た 、 書 類 に 不 備 の あ

本公告の工事については、契約の相手方となるべき者の申込みに係る価格が、当該契約の内容に

本 公 告 に 示 し た 入 札 参 加 申 請 者 の 数 が ２ に 満 た な い 場 合 、 ま た は 、 十 分 な 競 争 性 を 確 保 し 得 な い

本公告に示した入札に参加する者に必要な資格のない者 のし た入 札及 び入 札に 関す る条 件に 違反

適 合 し た 履 行 が さ れ ない お そ れ が あるか 否 か を 判 断 す る必 要 が ある場 合 は 、 名 取 市低 入札 価格 調査

場 所

落 札 決 定 に 当 た っ て は 、 入 札 書 に 記 載 さ れ た 金 額 に 当 該 金 額 の 100 分 の 10 に 相 当 す る 額 を 加

算 し た 金 額 を も っ て 落 札 価 格 と す る の で 、 入 札 参 加 者 は 、 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 に 係 る 課 税 事 業

者 で あ る か 免 税 事 業 者 で あ る か を 問 わ ず 、 見 積 も っ た 金 額 の 110 分 の 100 に 相 当 す る 金 額 を 入

初 度 の 入 札 に お い て 予 定 価 格 の 制 限 の 範 囲 内 の 価 格 の 入 札 が な い 場 合 は 、 再 度 の 入 札 を 行

入 札 参 加 者 は 、 公 共 工 事 の 入 札 及 び 契 約 の 適 正 化 の 促 進 に 関 す る 法 律 （ 平 成 12 年 法 律 第 127

なお、総合評価落札方式を適用した入札であるため、2回の入札でも予定価格に達した入札がない

場合は、不調とする。

＊ 入 札 参 加 者 は 、 全 て の 質 問 内 容 を 把 握 し 、 そ の 内 容 が 入 札 条 件 に 含 ま れ る もの

日 時 令和２年１月９日（木） 午前１０時５０分

＊ 質 問 は 指 定 の 用 紙 で 社 印 を 押 印 し 、 名 取 市 役 所 ４ 階 財 政 課 ま で 持 参 の こ と 。 社

受付場所

質問回答 令和２年１月６日（月） 午後1時から 令和２年１月８日（水）  まで

受付期間 令和元年１２月１２日（木） から 令和元年１２月２６日（木）  午前11時まで



11 入札参加資格の確認・落札者の決定方法

（1）

（2）

き落札候補者とし、前記(１)の手続きを行うものとする。

（3）

（4）

審査結果通知後２日以内に書面で問い合わせをすることができる。

（5）

市のホームページにて公表する。

前 記 8 の 適 用 を 受 け る 場 合 は 、 名 取 市 低 入 札 価 格 調 査 制 度 実 施 要 綱 の 規 定 に よ る 調 査 に 基 づ

入 札 参 加 資 格 の 審 査 の 結 果 、 落 札 候 補 者 が 入 札 参 加 資 格 を 有 し て い な い と 認 め ら れ た 場 合 に

は 、 当 該 落 札 候 補 者 の 入 札 を 無 効 と し 、 次 順 位 の 者 を 新 た な 落 札 候 補 者 と し 、 入 札 参 加 資 格 の

審査を行うものとする。

入札参加資格を有すると認められなかった者には、審査結果をＦＡＸで通知し、その理由について

入札参加資格を有していると認められた場合には、その者を落札者として決定するものとする。

落 札 候 補 者 と す る 。 た だ し 、 総 合 評 価 点 の 最 も 高 い 者 が ２ 者 以 上 あ る と き は 、 入 札 価 格 が 低 い 者 を

落札候補者とする。また、入札価格が同じ者（以下「同点者」という。）が2者以上あるときは、そのすべての

者を落札候補者とし、総合評価資料等の確認審査の結果、同点者が2者以上あるときは、くじを引かせて

第一順位の落札候補者とする。

落 札 候 補 者 に つ い て 、 入 札 参 加 資 格 を 確 認 し た 結 果 、 落 札 者 と し て 適 当 と 認 め る 場 合 に 落 札 者

として決定し、ＦＡＸで通知する。

入札参加資格の審査が終了し、入札結果が確定した場合は、その結果を名取市役所財政課及び

落札候補者の決定方法については、開札後、落札決定を保留 し、 入札 を行 った 者の うち、予 定価

格 の 制 限 の 範 囲 内 で 入 札 し た 者 に つ い て 総 合 評 価 を 行 い 、 総 合 評 価 点 が 最 も 高 い 者 を



12 入札参加資格審査及び総合評価に係る提出書類

（1）

① 　一般競争入札参加資格確認申請書 （様式第1号）

② 　配置予定の技術者に関する調書 （様式第3号）

者証（表裏両面）・監理技術者講習修了証・健康保険証の各写し

③

もの）

④ 　建設業の許可書の写し又は許可証明書

⑤

（2）

① 同種工事の施工実績書（別記様式2）及びそれを証するCORINS、契約書及び仕様書の写し等

（「価格以外の評価点評価項目・評価基準」の「同種工事の条件」に該当するもので工事毎）

② 優良工事表彰の表彰状の写し及び表彰された工事契約書並びに仕様書の写し

③ ISO等取得認証を証明する書類の写し

④ 工事成績考査結果通知書の写し（成績の最も高いもの）

⑤ CPD受講証明書の写し

⑥

（「価格以外の評価点評価項目・評価基準」の「同種工事の条件」に該当するもので工事毎）

⑦ 配置予定技術者の工事成績考査結果通知書の写し（成績の最も高いもの）

⑧ 障害者雇用状況報告書の写し

⑨ 災害時の（協定等による）活動実績 （別記様式4） 及び防災協定書等の写し

⑩ 地域貢献活動にかかわったことがわかる活動証明書等

(１)参加型：ａ.主催者が発行した募集内容・参加依頼文の写し等、活動内容や日付が分かるもの

　　　　　　　b.主催者による証明　　　　　　　　　　a.bいずれも提出

⑪ 除雪業務・緊急補修業務の受託状況がわかる業務委託契約書の写し

⑫ 協力雇用主としての登録・実績 （別記様式5）

⑬ 宮城県「女性の力を活かす企業」認証制度の認証の取得がわかる確認書の写し

⑭名取市消防団員の雇用実績がわかる名簿等（任意様式）

13 その他

（1）

ること。

（2） 閲覧に供する設計図書には、積算時に文字等の記入はしないこと。

14 連絡先

※　不明な点については、名取市総務部財政課契約係に照会のこと。

（名取市総務部財政課契約係　電話：０２２-３８４-２１１１内線４３５・４３１）

(２)自主企画型：活動内容、実施日が分かる自治体の広報誌(写）・新聞記事（写）等又は実施箇所の管

理主体による証明　いずれか

入 札 参 加 者 は 、 名 取 市 建 設 工 事 競 争 入 札 参 加 心 得 （ 平 成 21 年 名 取 市 告 示 第 11 号 ） を 遵 守 す

入札参加資格に施工実績に関する規定がある場合は、同種工事の施工実績書（別記様式2）及び

工事契約書写し等（入札参加資格に設定した場合のみ添付）

総合評価にかかる提出書類

（障害者の法定雇用義務がある事業所の場合）

雇用証明書及び障害者認定書の写し等障害者雇用の確認ができる書類

（障害者の法定雇用義務がない事業所の場合）

入札参加資格審査提出書類

以下の該当するものについて、Ａ4版にて記載順に綴り込み提出すること。

＊ 添 付 書 類 ： 主 任 （ 監 理 ） 技 術 者 及 び 営 業 所 専 任 技 術 者 の 合 格 証 明 書 ・ 監 理 技 術 者 資 格

経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書又は経営事項審査結果通知書の 写し （直 近の

主任（監理）技術者等の資格・工事実績（別記様式3）及びそれを証するCORINS、契約書及び仕様書の写し等



価格以外の評価点評価項目及び評価基準

評 価 項 目 及 び 評 価 基 準 配点 評価点

ア過去の工事実績（過去５年間） 　

　・同種工事の実績２件以上 2

　・同種工事の実績１件 1

イ公共機関からの優良工事表彰の有無（過去５年間）

　・表彰実績あり（同種工事） 1

　・表彰実績あり（他工事） 0.5

ウISO等認証取得状況

　・ISO9001及び 14001の認証取得済み 1

　・いずれか一方の認証取得済み　 0.5

エ名取市発注工事における過去２年間の工事成績考査点

　・85点以上あり 1

  ・75点以上85点未満 0.5

小 計 5

ア配置する技術者の保有する資格の有無

　・１級施工管理技士又は監理技術者 1

　・２級施工管理技士 0.5

イ継続教育（ＣＰＤ）の取組状況の有無

　・各団体推奨単位以上取得 1

　・各団体推奨単位１／２以上取得 0.5

ウ配置する技術者の施工経験の有無（過去５年間）

　・同種工事の実績２件以上 2

　・同種工事の実績１件 1

エ名取市発注工事における過去２年間の工事成績考査点

　・85点以上あり 1

  ・75点以上85点未満 0.5

小 計 5

ア建設業退職金共済制度導入の有無

　・建設業退職金共済制度導入済み 1

イ退職一時金制度又は企業年金制度導入の有無

　・退職一時金制度又は企業年金制度導入済み 1

ウ障害者雇用の有無

　・雇用率が法定雇用率以上又は義務外で雇用あり 1

　・雇用率が法定雇用率未満で雇用あり 0.5

エ協力雇用主としての登録・雇用実績

　・協力雇用主に登録・雇用あり 1

　・協力雇用主に登録あり 0.5

オ宮城県「女性の力を活かす企業の認証」

　・認証あり 1

小 計 5

ア名取市内に本支店、営業所等の所在地の有無

　・本社あり 4

　・支店、営業所等あり 2

　・宮城県内に本店又は営業所等あり 0

イ災害協定の有無

　・名取市との協定あり 2

　・宮城県との協定あり（名取市とは協定なし） 1

ウ名取市内における過去１年間の地域貢献活動の有無 　

　・年間２回以上 1

　・年間１回以上 0.5
エ名取市が管理する道路の除融雪・緊急補修業務の契約実績（過去２年間）

　・除融雪業務・緊急補修業務両方の契約実績あり 2

　・除融雪業務・緊急補修業務いずれかの契約実績あり 1

オ名取市消防団員の雇用実績等 　

　・２名以上雇用 1

　・１名雇用 0.5

小 計 10

ア過去１年以内の指名停止の有無

　・３ヶ月以内の指名停止回数１回につき -1

  ・３ヶ月を超え６ヶ月以内の指名停止回数１回につき -2

　・６か月を超える指名停止回数１回につき -3

25

①各評価項目について、その配点を評価点欄に記入すること。

②評価基準に該当するものがない場合は、評価点欄に「０」を記入すること。

③公告に示す評価項目を証する資料等を提出すること。

社
会
性

労働福祉

技
術
力

企業評価

配置する技術者の
能力

同 種 工 事 の 条 件
国または地方公共団体が発注した、車道の舗装工を元請として4,000㎡以上施工した
（１工事につき）実績を有すること。

地
域
性

地域貢献

減
点

不誠実な行為

合計(価格以外の評価点の最大点数）

工 事 番 号 ・ 工 事 名 第１２９号　閖上南北線道路舗装工事（その5）

申 請 企 業 名

評価点の視点

工事担当課：震災復興部復興まちづくり課

※この調書による「同種工事の条件」については、同種工事の実績

「あり」で加点されるものであり、入札参加条件ではありません。



令 和 元 年 １ ２ 月 １ ２ 日

第129号

閖上南北線道路舗装工事（その５）



令 和 元 年 １ ２ 月 １ ２ 日

第129号

閖上南北線道路舗装工事（その５）





第129号  閖上南北線道路舗装工事（その５）





129 閖上南北線道路舗装工事（その５）



00

129 閖上南北線道路舗装工事（その５）



129 閖上南北線道路舗装工事（その５）



（別記様式５）

令和元年１２月１２日



    

 

 

 

 

 

名取市総合評価競争入札方式落札者決定基準 

 

（平成３１年４月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名 取 市 
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１ 総則 

本「落札者決定基準」は、名取市が発注する建設工事の請負者の選定を、名取市建設工事総合評

価競争入札方式（特別簡易型）で実施するにあたって、落札者を決定するための基準を示すものであ

る。 
 
 
 

２ 総合評価に関する事項 

（１） 総合評価点の算定方法 

① 総合評価は、入札参加者のうち、次の要件をすべて満たす者を対象に行う。 

ア 入札公告に定めた入札参加資格について必要な要件を満たし、無効でない者。 

イ 入札価格が予定価格の制限の範囲内である者。 

ウ 価格以外の評価を行うため、入札公告で定めた実績等の資料（以下「総合評価資料」

という。）を提出した者。 

② 総合評価点は、次式により算定する。 

総合評価点＝価格評価点＋価格以外の評価点 

③ 価格評価点と価格以外の評価点の配点は、次のとおりとする。 

ア 価格評価点        ８０.００点 

イ 価格以外の評価点    ２５.００点 

ウ 総合評価点  ア＋イの合計で１０５.００点を満点とする。 

〔評価点は、小数点以下第３位を四捨五入し、小数点以下第２位とする。〕 
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④ 価格評価点の算定方法 

価格評価点は以下の式により算出する。 
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⑤ 価格以外の評価点の算定方法 

ア 価格以外の評価点は、入札参加者が提出した総合評価資料により、価格以外の評価

項目及び評価基準に基づき算出した評価点の合計とする。 

イ 総合評価資料の提出がない者は、無効とする。 

ウ 価格以外の評価点は、入札参加者の申告を最大点とし、錯誤の申告の取扱いにより

発注者が行う修正評価は減点措置のみとする。 

⑥ 錯誤の申告の取扱い 

ア 入札参加者が有している実績以下の内容で申告したことが明らかになった場合には、

入札参加者の申告内容どおりに評価する。 

イ 入札参加者が有している実績以上の内容で申告したことが明らかになった場合、発注

者は当該評価項目の評価を最低点に修正する。 

 

（２） 落札者の決定方法 

① 落札候補者の決定 

入札価格が予定価格の制限の範囲内で入札した者のうち、総合評価を行った結果、総合

評価点が最も高い者を落札候補者とする。 

② 総合評価点が同点の場合の取扱い 

総合評価点の最も高い者が２者以上あるときは、入札価格が低い者を落札候補者とし、入

札価格の同じ者（以下「同点者」という。）が２者以上あるときは、そのすべての者を落札候補

者とする。 

③ 落札候補者の確認審査 

落札候補者から提出された総合評価資料等に基づき、落札候補者の価格以外の評価等

の確認を行い、適否を判断する。 

確認審査の結果、同点者が２者以上あるときは、くじを引かせて落札候補者とみなすもの

とする。 

④ 配置予定の技術者に対するヒアリング 

落札候補者の確認審査にあたり、必要に応じ、配置する技術者に対するヒアリングが出来

るものとする。 

⑤ 調査基準価格を下回る入札について 

③で決定した落札候補者の応札額が調査基準価格を下回る入札価格の場合は、履行能

力確認調査を行った上で適否を判断する。 

⑥ 落札者の決定 

落札候補者について、入札参加資格の確認、③の確認審査、⑤の履行能力確認調査の

結果、落札者として適当と認める場合は落札者とする。 
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（３） 配置する技術者の取扱い 

配置予定の技術者の変更は、原則として認めない。ただし、工場製作等を含む工事、又は、技

術者のやむを得ない事情（病気、退職等）により変更が必要と監督職員が認めた場合を除く。 

 

 

３ 価格以外の評価項目及び評価基準の設定 

  下記における評価項目についてそれぞれ評価を行い、各々評価点を算出する。 

  名取市総合評価落札方式・価格以外の評価項目及び評価基準 
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名取市総合評価落札方式・価格以外の評価項目及び評価基準 

評 価 項 目 及 び 評 価 基 準 配点 備　考

ア過去の工事実績（過去５年間） 　

　・同種工事の実績２件以上 2

　・同種工事の実績１件 1

イ公共機関からの優良工事表彰の有無（過去５年間）

　・表彰実績あり（同種工事） 1

　・表彰実績あり（他工事） 0.5

ウISO等認証取得状況

　・ISO9001及び 14001の認証取得済み 1

　・いずれか一方の認証取得済み　 0.5

エ名取市発注工事における過去２年間の工事成績考査点

　・85点以上あり 1

  ・75点以上85点未満 0.5

小 計 5

ア配置する技術者の保有する資格の有無

　・１級施工管理技士又は監理技術者 1

　・２級施工管理技士 0.5

イ継続教育（ＣＰＤ）の取組状況の有無

　・各団体推奨単位以上取得 1

　・各団体推奨単位１／２以上取得 0.5

ウ配置する技術者の施工経験の有無（過去５年間）

　・同種工事の実績２件以上 2

　・同種工事の実績１件 1

エ名取市発注工事における過去２年間の工事成績考査点

　・85点以上あり 1

  ・75点以上85点未満 0.5

小 計 5

ア建設業退職金共済制度導入の有無

　・建設業退職金共済制度導入済み 1

イ退職一時金制度又は企業年金制度導入の有無

　・退職一時金制度又は企業年金制度導入済み 1

ウ障害者雇用の有無

　・雇用率が法定雇用率以上又は義務外で雇用あり 1

　・雇用率が法定雇用率未満で雇用あり 0.5

エ協力雇用主としての登録・雇用実績

　・協力雇用主に登録・雇用あり 1

　・協力雇用主に登録あり 0.5

オ宮城県「女性の力を活かす企業の認証」

　・認証あり 1

小 計 5

ア名取市内に本支店、営業所等の所在地の有無  

　・本社あり 4

　・支店、営業所等あり 2

　・宮城県内に本店又は営業所等あり 0

イ災害協定の有無

　・名取市との協定あり 2

　・宮城県との協定あり（名取市とは協定なし） 1

ウ名取市内における過去１年間の地域貢献活動の有無 　

　・年間２回以上 1

　・年間１回以上 0.5

エ名取市が管理する道路の除融雪・緊急補修業務の契約実績（過去２年間）

　・除融雪業務・緊急補修業務両方の契約実績あり 2

　・除融雪業務・緊急補修業務いずれかの契約実績あり 1

オ名取市消防団員の雇用実績等 　

　・２名以上雇用 1

　・１名雇用 0.5

小 計 10

ア過去１年以内の指名停止の有無

　・３ヶ月以内の指名停止回数１回につき -1

  ・３ヶ月を超え６ヶ月以内の指名停止回数１回につき -2

　・６か月を超える指名停止回数１回につき -3

25

80

105

評価点の視点

技
術
力

企業評価

契約書及び仕様書の写

賞状の写及び表彰された
工事契約書並びに仕様書
の写

認証取得を証明する書類
の写

工事成績考査結果通知書
の写

配置する技
術者の能力

技術者資格者証等の写

受講証明書の写

契約書、現場代理人等通
知書及び仕様書の写

工事成績考査結果通知書
の写

社
会
性

労働福祉

経営規模等評価結果通知
書の写

経営規模等評価結果通知
書の写

雇用証明書及び障害者認
定書の写等

保護観察所が発行する証
明書

確認書の写し

地
域
性

地域貢献

協定書の写・証明書等

①参加型：活動の趣旨がわかる
もの及び主催者による証明
②自主企画型：活動内容等が分
かる自治体の広報誌（写）等

当該業務の契約書の写

名取市消防団に任命され
ているものの名簿

減
点

不誠実な行
為

合計(価格以外の評価点の最大点数）

価格評価点

総合評価点  

〇同種工事の条件
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価格以外の評価点評価項目及び評価基準の説明 

１ 技術力（企業評価） 

ア 過去の工事実績（過去５年間） 

配 点 記載内容 評  価  基  準 

  ２  優 良 同種工事の実績２件以上あり 

  １  標 準  同種工事の実績１件あり 

※以下の全ての要件を満たし、工事の内容が確認できる書類を添付すること。 

・同種工事とは、発注者が指示する工種を含む工事とする。 

・国又は地方公共団体が発注した工事を対象とする。 

・本入札に係る公告日を基準とし、直前５ヵ年度及び本入札に係る公告日までに完成

し、引渡しが完了した工事を対象とする。 

・共同企業体としての実績を認める場合は、構成員としての出資比率 20％以上のも

のに限る。 

 

 

イ 公共機関からの優良工事表彰の有無（過去５年間） 

配 点 記載内容 評  価  基  準 

  １  優 良 実績あり（同種工事） 

  0.5  標 準 実績あり（他工事） 

  ０   － 実績なし 

・同種工事の条件は、上記「ア過去の工事実績（過去５年間）」と同様とする。 

・優良工事表彰の対象となった工事内容により評価を決定する。 

・公共機関は、国、宮城県、宮城県内の市町村であること。 

・当該工事の公告日の属する年度の直前５ヵ年度及び本入札に係る公告日までに受賞

した工事を対象とする。 

 

ウ ＩＳＯ等認証取得状況 

 配 点 記載内容 評  価  基  準 

  １  優 良 ISO9001 及び 14001 の認証を取得 

  0.5   良 ISO9001 又は 14001 のいずれか一方の認証を取得、

若しくは ISO に準じた認証機関からの認証取得済み 

  ０   － 認証未取得 

・ＩＳＯに準じた認証機関の主な機関は次のとおりとする。 

みちのくＥＭＳ（みちのく環境管理規格認証機構） 

ＫＥＳ（特定非営利活動法人ＫＥＳ環境機構） 

エコアクション２１（一般財団法人持続性推進機構） 

グリーン経営認証制度（公益財団法人交通エコロジー・モビリティ財団）等 

・認証機関からの認証取得を証明する書類を添付すること。 

 

エ 名取市発注工事における過去 2 年間の工事成績考査点 

配 点 記載内容 評  価  基  準 

  １  優 良 85 点以上あり 

  0.5   良 75 点以上 85 点未満 

  ０   － 75 点未満または実績なし 

・本入札に係る公告日を基準とし、直前２ヵ年度及び本入札に係る公告日までに完成

し、引渡しが完了した工事を対象とする。 
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 ・名取市発注工事のうち、成績の最も高いものの工事成績考査結果通知書の写し等を

１件提出すること。 

 

２ 技術力（配置する技術者の能力） 

ア 配置する技術者の保有する資格の有無 

配 点 記載内容 評  価  基  準 

  １  標 準 １級施工管理技士又は監理技術者 

  0.5   － ２級施工管理技士 

・当該工種に必要な施工管理技士を配置すること。 

 

イ 継続教育（ＣＰＤ）の取組状況の有無 

配 点 記載内容 評  価  基  準 

  １  優 良 継続教育の証明あり（各種団体推奨単位以上取得） 

  0.5  標 準 継続教育の証明あり（各種団体推奨単位の 1/2 以上推

奨単位未満取得） 

  ０   － 継続教育の証明なし又は各団体推奨単位以下の 1/2 未

満取得 

・当該工事に配置する技術者について、以下のいずれかの対象団体が実施している継

続教育の登録の有無及び各団体の推奨単位に対する単位の状況を申告する。 

（公社）日本技術士会            150 単位（3 年間） 

（一社）全国土木施工管理技士連合会     20 単位（１年間） 

（公社）農業農村工学会技術者継続教育機構  50 単位（１年間） 

（公社）日本建築士会連合会         12 単位（１年間） 

（公社）空気調和・衛生工学会        50 単位（１年間） 

（一社）建築設備技術者協会         50 単位（１年間） 

 

ウ 配置する技術者の施工経験の有無（過去５年間） 

配 点 記載内容 評  価  基  準 

  ２  優 良 同種工事の実績２件以上あり 

  １  標 準 同種工事の実績１件あり 

※以下の全ての要件を満たし、工事の内容が確認できる書類を添付すること。 

・同種工事とは、発注者が指示する工種を含む工事とする。 

・国又は地方公共団体が発注した工事を対象とする。 

・本入札に係る公告日を基準とし、直前５ヵ年度及び本入札に係る公告日までに完成

し、引渡しが完了した工事を対象とする。 

・以前に勤務していた会社での施工経験であっても可とする。ただし、同種工事の施

工が確認できる資料を添付すること。 

 ・配置予定技術者が直接管理した（従事期間割合 90％以上）同種工事の実績を対象

とする。 

・共同企業体としての実績を認める場合は、構成員としての出資比率 20％以上のも

のに限る。 
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エ 名取市発注工事における過去 2 年間の工事成績考査点 

 配 点 記載内容 評  価  基  準 

  １  優 良 85 点以上あり 

  0.5   良 75 点以上 85 点未満 

  ０   － 75 点未満または実績なし 

・本入札に係る公告日を基準とし、直前２ヵ年度及び本入札に係る公告日までに完成

し、引渡しが完了した工事を対象とする。 

・名取市発注工事のうち、配置予定技術者が直接管理した（従事期間割合 90％以上）

成績の最も高いものの工事成績考査結果通知書の写し等を１件提出すること。 
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３ 社会性（労働福祉） 

ア 建設業退職金共済制度導入の有無 

配 点 記載内容 評  価  基  準 

  １  優 良 自社導入済 

  ０   － 自社未導入 

・対象制度（経営事項審査で加点評価されている次の制度とする。） 

 建設業退職金共済制度 

 

イ 退職一時金制度又は企業年金制度導入の有無 

配 点 記載内容 評  価  基  準 

  １  優 良 自社導入済 

  ０   － 自社未導入 

・対象制度（経営事項審査で加点評価されている以下のいずれかの制度とする。） 

・退職一時金制度 

 「労働協約」又は「就業規則」に退職手当に関する事項について定めがある場合。 

  特定退職金制度 

中小企業退職金共済制度 

 ・企業年金制度 

厚生年金基金制度 

確定給付年金制度 

適格退職年金制度 

確定拠出年金制度 

 

ウ 障害者雇用の有無（適用法令：障害者の雇用の促進に関する法律） 

配 点 記載内容 評  価  基  準 

  １  優 良 雇用率が法定雇用率以上又は義務外で雇用あり 

  0.5  標 準 雇用率が法定雇用率未満で雇用あり 

  ０   － 障害者の雇用なし 

・法定雇用義務がある事業所については、障害者雇用状況報告書の写しを添付するこ

と。 

・法定雇用義務がない事業所については、恒久的な雇用関係にあるもので、かつ、本

入札公告日の前日から起算して３ヶ月以上前から直接的な雇用関係にある者に限

ることとし、障害者雇用が確認できる書類等を提示すること。 

 

エ 協力雇用主としての登録・雇用実績 

配 点 記載内容 評  価  基  準 

  １  優 良 協力雇用主に登録・雇用あり 

  0.5   良 協力雇用主に登録あり 

  ０   － 協力雇用主に登録なし 

・本入札に係る公告日を基準とし、直前２か年度及び本入札に係る公告日までにおい

て登録又は雇用した実績があること。 

・保護観察所が発行する証明書を添付すること。その際使用する様式は、公告ごとに

名取市のホームページに掲載する様式をダウンロードして使用すること。 
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オ 宮城県「女性の力を活かす企業」認証制度の認証 

配 点 記載内容 評  価  基  準 

  １  優 良 宮城県「女性の力を活かす企業」認証制度の認証を

受けている。 

  0   － 認証を受けていない。 

・宮城県「女性の力生かす企業」認証制度については、本入札に係る公告日に有効で

あるポジティブ・アクション推進事業（女性の力を活かす企業認証制度）に基づく

確認書の写しを提出すること。 

  

４ 地域性（地域貢献） 

ア 名取市内に本支店、営業所等の所在地の有無 

配 点 記載内容 評  価  基  準 

  ４  優 良 本社あり 

  ２  標 準 支店、営業所等あり 

  ０   － なし 

 ・基準日は、最新の名取市競争入札参加資格承認時とし、事業所の所在地によるもの

とする。  

 

イ 名取市との防災協定の有無   

配 点 記載内容 評  価  基  準 

  ２  優 良 名取市との協定あり 

  １   良 宮城県との協定あり（名取市とは協定なし） 

・協定書の写し等を添付すること。ただし、加入団体等が協定を締結している場合

は、団体への加入証明書等をも添付すること。 

・本入札に係る公告日を基準とする。 

 

ウ 名取市内における過去 1 年間の地域貢献活動の有無 

配 点 記載内容 評  価  基  準 

  １  優 良 地域貢献活動の実績あり（2 回以上） 

  0.5   良 地域貢献活動の実績あり（１回） 

・地域貢献活動とは、名取市内において、事業所として参加した活動で、当該活動に

より地域社会に貢献し、住民の生活の福祉向上が図れる活動とする。 

 （例）交通安全、防犯対策、消防防災、環境活動、福祉活動、などのﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動 

 ①参加型（申請企業以外のものが主催するﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動に申請企業が参加した場合） 

  a.主催者が発行した募集内容・参加依頼文の写し等、活動内容や日付が分かるも  

の 

  b.主催者による証明 a.b いずれも提出 

 ②自主企画型（申請企業自らが企画・実施したボランティア活動） 

  活動内容、実施日が分かる自治体の広報誌（写）・新聞記事（写）等又は実施箇

所の管理主体による証明 いずれか 

・町内会行事やＰＴＡ行事等による清掃作業等は含まない。 

・本入札に係る公告日を基準とし、直前１か年度及び本入札に係る公告日までの実績

を対象とする。 
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エ 名取市との道路除融雪業務・緊急補修業務の契約実績の有無 

配 点 記載内容 評  価  基  準 

  ２  優 良 除融雪業務・緊急補修業務の両方の契約実績あり 

  １   良 除融雪業務・緊急補修業務のいずれかの契約実績あり 

  ０   － なし 

・業務委託契約書の写し等を提出すること。ただし、各業務で提出できる件数は１件

までとする（除融雪業務につき１件まで、緊急補修業務につき１件まで）。 

・本入札に係る公告日を基準とし、直前２か年度及び本入札に係る公告日までの契約

実績を対象とし、契約期間中の業務を含む。 

 

カ 名取市消防団員の雇用実績等 

配 点 記載内容 評  価  基  準 

  １  優 良 ２名以上雇用している。 

０．５ 良 １名雇用している。 

  ０ － 雇用なし 

・本入札に係る公告日を基準とし、公告日の前日から起算して３か月以上前から直接

的な雇用関係（役員等を含む）にある者に限る。 

 ・名取市消防団に任命されているものの名簿を提出すること。 

 

５ 減点  

ア 名取市から過去１年以内の指名停止の有無   

配 点 記載内容 評  価  基  準 

  ０  優 良 指名停止なし 

  －１  劣 る ３ヶ月以内の指名停止を受けている回数 

  －２  劣 る ３ヶ月を超え６ヶ月以内の指名停止を受けている回数 

  －３  劣 る ６ヶ月を超えた指名停止を受けている回数 

 ・基準日は公告日とする。 

 ・過去１年以内に名取市から指名停止処分を受けている場合に減点とする。 

 ・指名停止通知日を基準とし、指名停止処分１回につき指名停止期間に対応した配点

を乗じた点数を減点とする。 

   例えば、１ヶ月の指名停止処分が１回、６ヶ月の指名停止処分が１回ある場合に

ついては、合計３点を減点する。 

 

 

 


